
●
イ
ン
ド
財
政
状
況
の
概
観

二
○
○
七
年
二
月
二
八
日
、
チ
ダ
ン
バ
ラ
ム
・
イ
ン
ド
財
務
相
は
、
議

会
に
お
け
る
予
算
演
説
の
冒
頭
で
二
○
○
六
〜
二
○
○
七
年
度
の
予
測
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
九
・
二
％
に
も
達
す
る
こ
と
を
発
表
し
た
。
九
％
を
超
え

る
高
い
成
長
率
が
示
す
よ
う
に
、
い
わ
ゆ
る
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
の
一
角
と
し
て

の
イ
ン
ド
経
済
の
重
要
性
は
今
や
広
く
認
知
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

一
方
で
、
イ
ン
ド
政
府
の
財
政
は
深
刻
な
赤
字
を
抱
え
て
い
る
と
い
う

事
実
も
あ
る
。
二
○
○
四
年
七
月
に
イ
ン
ド
財
務
省
が
出
し
た
「
財
政
責

任
及
び
予
算
管
理
法
の
実
施
に
関
す
る
答
申
」（
参
考
文
献
①
）
に
お
い

て
は
、
イ
ン
ド
政
府
が
歳
入
赤
字
の
問
題
に
過
去
一
○
年
以
上
悩
ま
さ
れ

て
き
て
お
り
、
歳
入
赤
字
（revenue deficit

）
は
一
九
九
○
／
九
一
年
度

に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
三
・
三
％
で
あ
っ
た
の
が
、
二
○
○
二
／
○
三
年
度
に
は
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
四
・
四
％
に
ま
で
悪
化
し
て
い
る
こ
と
、
二
○
○
一
／
○
二
年
度

に
は
歳
入
の
半
分
以
上
が
累
積
し
た
国
債
の
利
払
い
に
充
て
ら
れ
た
こ
と

な
ど
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
を
受
け
、
イ
ン
ド
政
府
は
「
財
政
責
任
及
び
予

算
管
理
法
」（Fiscal R

esponsibility and B
udgetary M

anagem
ent A

ct, 

2003

）
を
成
立
さ
せ
て
い
る
。
こ
の
財
政
責
任
法
の
下
、
歳
入
赤
字
を
毎

年
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
○
・
五
％
の
ペ
ー
ス
で
削
減
し
、
二
○
○
八
／
○
九
年
度
ま

で
に
歳
入
赤
字
か
ら
脱
却
す
る
こ
と
を
現
在
目
標
と
し
て
い
る
。

イ
ン
ド
税
制
改
革
の
課
題

荒
木　

知

と
こ
ろ
で
、
財
政
赤
字
か
ら
の
脱
却
の
方
法
と
し
て
は
、
大
き
く
分
け

て
、
歳
出
カ
ッ
ト
を
重
視
す
る
方
法
と
、
税
収
増
を
重
視
す
る
方
法
と
が

あ
る
。
イ
ン
ド
の
場
合
は
、
政
府
は
後
者
の
税
収
増
に
よ
る
財
政
赤
字
削

減
の
方
法
を
選
択
し
た
よ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
歳
出
面
に
つ
い
て
は
、

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
や
社
会
保
障
制
度
の
整
備
需
要
を
抱
え
て
お

り
、
大
規
模
な
歳
出
抑
制
は
難
し
い
と
い
う
事
情
に
よ
る
と
考
え
ら
れ
て

い
る
。

そ
の
た
め
、
ま
さ
に
税
収
の
確
保
こ
そ
が
歳
入
赤
字
体
質
脱
却
の
た
め

の
「
鍵
」
と
な
る
わ
け
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
、
イ
ン
ド
財
務
省
や
Ｉ
Ｍ

Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
な
ど
の
公
表
し
た
資
料
を
中
心
に
、
イ
ン
ド
税
制

及
び
税
務
行
政
の
何
が
改
革
さ
れ
た
の
か
、
あ
る
い
は
何
の
改
革
が
求
め

ら
れ
て
い
る
の
か
に
つ
い
て
見
て
ゆ
く
こ
と
と
し
た
い
。

●
イ
ン
ド
税
収
状
況
の
概
観

前
節
で
、
租
税
収
入
の
確
保
が
イ
ン
ド
財
政
建
て
直
し
の
要
で
あ
る
と

述
べ
た
。
そ
れ
で
は
、
現
在
の
イ
ン
ド
税
収
は
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る

の
だ
ろ
う
か
。

表
１
が
示
す
特
徴
は
、
間
接
税
が
税
収
の
基
本
に
な
っ
て
い
る
点
で
あ

る
。
州
政
府
に
よ
る
物
品
及
び
サ
ー
ビ
ス
へ
の
課
税
が
一
般
政
府
税
収
の

ほ
ぼ
三
分
の
一
を
占
め
て
お
り
、
さ
ら
に
は
中
央
政
府
に
よ
る
製
造
物
品

へ
の
課
税
も
五
分
の
一
に
達
し
て
い
る
。
間
接
税
を
合
計
す
る
と
ほ
ぼ
税

分
析
リ
ポ
ー
ト
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収
の
三
分
の
二
で
あ
り
、
表
の
出
典
元
で
あ
る
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
ポ
ワ
ル
ゾ
ン
女

史
は
、
こ
の
数
字
が
他
の
新
興
市
場
国
の
そ
れ
と
比
較
し
て
も
高
い
数
値

で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

税
収
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
は
ど
う
で
あ
ろ
う
か
。
前
掲
の
表
と
は
数
字
が

異
な
る
が
、
二
○
○
六
年
二
月
に
発
表
さ
れ
た
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
そ
の
加
盟
国
と

の
年
次
協
議
を
受
け
た
二
○
○
五
年
四
条
協
議
報
告
書
（
参
考
文
献
③
）

で
は
、
イ
ン
ド
の
二
○
○
五
／
○
六
年
度
に
お
け
る
一
般
政
府
税
収
の
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
を
一
六
・
九
％
と
予
測
し
て
い
る
。
同
報
告
書
に
よ
れ
ば
、
こ
の

数
字
は
イ
ン
ド
と
発
展
状
況
の
比
較
的
近
い
ア
ジ
ア
の
諸
国
と
比
べ
て
決

し
て
低
い
数
字
で
は
な
い
が
（
例
え
ば
中
華
人
民
共
和
国
・
一
七
・
六
％
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
一
二
・
五
％
）、
よ
り
平
均
所
得
の
高
い
他
の
新
興
市

場
国
に
比
べ
た
際
に
そ
の
低
さ
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
（
例
え
ば
ブ

ラ
ジ
ル
・
二
九
・
七
五
％
、
ロ
シ
ア
・
三
六
・
一
％
）。
そ
の
違
い
は
社

会
保
険
料
の
有
無
に
よ
る
部
分
が
大
き
い
も
の
の
、
所
得
課
税
の
割
合
の

低
さ
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ち
な
み
に
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
平
均
は
三
五

・
九
％
（
二
○
○
四
年
）（
参
考
文
献
④
）
と
な
っ
て
い
る
。

●
税
収
構
造
改
革
へ
の
道
程

最
初
の
項
で
も
触
れ
た
よ
う
に
、
イ
ン
ド
政
府
は
二
○
○
三
年
八
月
に

財
政
責
任
及
び
予
算
管
理
法
を
成
立
さ
せ
、
税
収
確
保
に
主
眼
を
置
い
た

財
政
再
建
へ
の
道
程
を
示
し
て
い
る
。
財
政
責
任
法
に
先
立
つ
二
○
○
二

年
一
二
月
に
は
、
財
務
省
顧
問
の
ケ
ル
カ
ー
博
士
を
座
長
と
す
る
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
が
、
直
接
税
と
間
接
税
の
両
者
の
改
革
へ
の
骨
格
と
な
る
レ
ポ

ー
ト
を
発
表
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
税
制
改
革
へ
向
け
て
の
い
わ
ば
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ

ー
に
基
づ
き
、
イ
ン
ド
政
府
は
精
力
的
な
改
革
を
行
い
つ
つ
あ
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。
既
述
の
二
○
○
五
年
Ｉ
Ｍ
Ｆ
四
条
協
議
報
告
書
は
、
こ
の
よ
う

な
イ
ン
ド
政
府
の
努
力
に
一
定
の
評
価
を
与
え
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
が
拡
大
さ
れ
、
税
務
行
政
機
能

の
向
上
も
図
ら
れ
、
さ
ら
に
は
、
長
年
の
懸
念
事
項
で
あ
っ
た
州
レ
ベ
ル

に
お
け
る
付
加
価
値
税
（
Ｖ
Ａ
Ｔ
）
の
導
入
も
実
現
さ
れ
て
い
る
。

税
収
に
つ
い
て
見
る
と
、
Ｖ
Ａ
Ｔ
導
入
済
み
の
州
で
は
、
二
○
○
五
／

○
六
年
度
上
半
期
の
間
接
税
収
が
一
五
％
伸
び
て
い
る
と
の
報
告
が
あ
る
。

法
人
税
収
及
び
個
人
所
得
税
収
も
伸
び
て
お
り
、
過
去
一
○
年
の
傾
向
で

あ
る
関
税
等
の
貿
易
関
係
税
収
の
減
少
を
補
っ
て
い
る
。

一
方
で
Ｉ
Ｍ
Ｆ
は
、
財
政
責
任
法
に
示
さ
れ
た
財
政
赤
字
削
減
目
標
を

達
成
す
る
た
め
に
は
、
二
○
○
五
／
○
六
年
度
に
一
○
・
八
％
と
予
測
さ

れ
て
い
る
中
央
政
府
の
税
収
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
を
二
○
○
八
／
○
九
年
度
ま
で

に
二
・
五
％
引
き
上
げ
、
一
三
％
強
を
達
成
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ

と
を
強
調
し
て
い
る
。

さ
ら
に
は
、
い
く
つ
か
の
分
野
で
の
改
革
は
遅
れ
気
味
で
あ
り
、
新
た

な
財
政
支
出
増
要
因
も
見
え
隠
れ
し
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
る
と
、
一
層

の
改
革
推
進
の
必
要
性
は
明
ら
か
だ
と
し
て
い
る
。

以
下
で
は
、
間
接
税
、
個
人
所
得
税
、
法
人
所
得
税
及
び
税
務
行
政
の

四
つ
の
分
野
ご
と
に
、
こ
れ
ま
で
の
改
革
及
び
今
後
の
方
向
性
に
つ
い
て

GDP比
（％）

全体に占める
割合（％）

中央政府 9.8 62.4

　法人税 2.7 17.1

　所得税 1.6 9.9

　物品税 3.2 20.3

　関税 1.9 11.8

　その他（サービス税等） 0.5 3.3

地方政府 5.9 37.6

　所得課税 0.1 0.3

　資産課税 0.7 4.4

　消費課税 5.2 32.8

合計 15.7 100.0

（出所）参考文献②。

表１　インドにおける税収構造� （2004/05 年度）
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述
べ
る
こ
と
と
し
た
い
。

●
間
接
税
制
度
の
展
開

イ
ン
ド
の
間
接
税
制
度
に
お
け
る
最
近
の
ラ
ン
ド
マ
ー
ク
は
、
二
○
○

五
年
四
月
に
お
け
る
州
レ
ベ
ル
の
付
加
価
値
税
（
Ｖ
Ａ
Ｔ
）
の
導
入
で
あ

ろ
う
。
州
政
府
に
よ
る
消
費
課
税
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
の
は
既

に
見
た
通
り
で
あ
る
が
、
中
で
も
売
上
税
（sales tax

）
は
州
税
収
の
六

割
以
上
を
占
め
て
き
た
。
こ
の
売
上
税
の
制
度
が
州
ご
と
に
異
な
る
こ
と

に
よ
る
商
品
へ
の
二
重
課
税
や
累
積
す
る
税
負
担
の
問
題
を
解
消
す
る
た

め
の
統
一
さ
れ
た
付
加
価
値
税
シ
ス
テ
ム
の
導
入
へ
の
道
程
は
、
一
九
九

五
年
に
当
時
の
マ
ン
モ
ハ
ン
・
シ
ン
財
務
相
が
招
集
し
た
州
首
相
会
議
の

場
で
の
議
論
を
そ
の
嚆
矢
と
す
る
よ
う
で
あ
る
が
（
参
考
文
献
⑤
）、
州

間
の
合
意
を
得
る
こ
と
の
難
し
さ
か
ら
導
入
へ
の
過
程
は
必
ず
し
も
平
坦

で
は
な
か
っ
た
。

一
九
九
九
年
一
一
月
の
州
首
相
会
議
で
、
州
売
上
税
制
度
の
調
和
と
、

そ
れ
を
土
台
に
し
た
州
付
加
価
値
税
の
導
入
へ
の
方
向
性
が
示
さ
れ
、
二

○
○
二
年
一
○
月
の
州
首
相
会
議
で
は
、
二
○
○
三
年
四
月
に
お
け
る
州

付
加
価
値
税
の
導
入
が
決
定
さ
れ
た
。
そ
の
後
度
重
な
る
計
画
の
遅
れ
を

経
て
、
二
○
○
五
年
四
月
に
、
二
八
の
州
の
内
二
一
州
の
参
加
を
得
て
州

付
加
価
値
税
が
導
入
さ
れ
た
（
参
考
文
献
⑥
）。
二
○
○
七
／
○
八
年
度

ま
で
に
は
全
て
の
州
及
び
連
邦
直
轄
地
が
付
加
価
値
税
を
導
入
す
る
と
見

ら
れ
て
い
る
。　

こ
の
州
付
加
価
値
税
制
度
の
下
、
税
率
は
統
一
さ
れ
て
お
り
、
基
本
税

率
は
主
に
日
常
的
な
物
品
に
課
せ
ら
れ
る
四
％
と
そ
の
他
の
物
品
を
対
象

と
す
る
一
二
・
五
％
の
二
本
立
て
に
な
っ
て
い
る
。

い
う
ま
で
も
な
く
、
イ
ン
ド
に
お
け
る
間
接
税
改
革
は
州
レ
ベ
ル
の
付

加
価
値
税
導
入
で
事
足
り
る
と
す
る
も
の
で
は
な
い
。
ケ
ル
カ
ー
博
士
に

よ
る
間
接
税
（
二
○
○
二
年
）
や
財
政
責
任
法
実
施
（
二
○
○
四
年
）
に

関
す
る
答
申
は
、
連
邦
政
府
レ
ベ
ル
に
お
け
る
課
税
ベ
ー
ス
の
広
い
物
品

サ
ー
ビ
ス
税
（goods and service tax

）
に
向
け
て
の
以
下
の
よ
う
な
ス

テ
ッ
プ
を
提
案
し
て
い
る
。

①
州
レ
ベ
ル
の
付
加
価
値
税
を
全
て
の
州
に
拡
大
し
、
サ
ー
ビ
ス
を
も

そ
の
課
税
対
象
に
含
め
る
。

②
州
間
取
引
に
課
さ
れ
る
中
央
売
上
税
（central sales tax

）
の
廃
止
。

③
連
邦
税
で
あ
る
サ
ー
ビ
ス
税
の
課
税
対
象
の
さ
ら
な
る
拡
大
。

④
連
邦
物
品
税
（central excise duties/central value added tax

）
と

サ
ー
ビ
ス
税
を
統
合
し
た
新
た
な
連
邦
レ
ベ
ル
に
お
け
る
物
品
サ
ー
ビ
ス

税
の
導
入
。

⑤
連
邦
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
の
免
除
措
置
の
撤
廃
に
よ
る
課
税
ベ
ー
ス
拡

大
。⑥

連
邦
レ
ベ
ル
と
州
レ
ベ
ル
と
で
共
通
の
課
税
ベ
ー
ス
を
持
つ
包
括
的

な
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
の
導
入
。

こ
こ
で
説
明
を
要
す
る
の
は
、
イ
ン
ド
間
接
税
制
に
お
い
て
は
長
ら
く
、

州
遊
興
税
な
ど
の
例
外
を
除
き
、
ほ
と
ん
ど
の
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
課

税
さ
れ
な
い
状
態
が
続
き
、
一
九
九
四
／
九
五
年
度
に
な
っ
て
連
邦
税
で

あ
る
サ
ー
ビ
ス
税
が
導
入
さ
れ
た
。
連
邦
サ
ー
ビ
ス
税
は
当
初
損
害
保
険

な
ど
三
分
野
の
み
を
対
象
と
し
て
い
た
が
、
近
年
は
例
年
の
税
制
改
正
で

課
税
分
野
を
急
速
に
広
げ
つ
つ
あ
り
（
例
え
ば
、
二
○
○
六
／
○
七
年
度

予
算
で
は
、
Ａ
Ｔ
Ｍ
〔
現
金
自
動
支
払
機
〕
運
営
業
務
や
株
式
代
行
業
務

な
ど
が
新
た
に
連
邦
サ
ー
ビ
ス
税
の
対
象
に
加
え
ら
れ
た
。参
考
文
献
⑦
）、

金
融
や
法
務
の
分
野
へ
の
さ
ら
な
る
拡
大
が
課
題
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
、
州
を
跨
ぐ
物
品
取
引
に
対
し
て
は
、
形
式
的
に
は
連
邦
税

の
一
つ
で
あ
る
中
央
売
上
税
（central sales tax

）
が
課
さ
れ
て
き
た
が
、

州
付
加
価
値
税
の
導
入
に
伴
い
、
二
○
○
九
年
ま
で
に
段
階
的
に
廃
止
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
（
二
○
○
六
年
四
月
よ
り
、
中
央
売
上
税
の

最
高
税
率
は
四
％
か
ら
一
％
に
削
減
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
参
考

文
献
⑧
）。

二
○
○
六
年
二
月
に
発
表
さ
れ
た
二
○
○
六
／
○
七
年
度
の
予
算
に
お

い
て
は
、
二
○
一
○
年
四
月
ま
で
に
連
邦
レ
ベ
ル
と
州
レ
ベ
ル
と
で
共
通

の
課
税
基
盤
を
持
つ
よ
う
な
包
括
的
な
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
を
導
入
す
る
こ

と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

二
○
○
五
年
Ｉ
Ｍ
Ｆ
四
条
協
議
報
告
書
は
、
こ
の
よ
う
な
広
い
課
税
基
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五
割
か
ら
六
割
を
占
め
て
い
る
と
い
う
調
査
結
果
も
あ
る
。

②
農
業
所
得
へ
の
課
税
。
農
業
所
得
へ
の
課
税
免
除
は
課
税
の
水
平
的

公
平
の
み
な
ら
ず
、
深
刻
な
所
得
税
逃
れ
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
た
と
え

農
業
所
得
へ
の
課
税
が
行
わ
れ
て
も
、
現
行
所
得
税
の
高
い
課
税
最
低
限

に
照
ら
せ
ば
、
ほ
と
ん
ど
の
中
小
農
家
は
課
税
の
枠
外
と
考
え
ら
れ
る
。

③
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
廃
止
。
高
所
得
の
納
税
者
が
さ
ら
に
優
遇
さ
れ

る
と
い
う
垂
直
的
公
平
の
観
点
か
ら
、
疑
問
が
投
げ
か
け
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
高
い
課
税
最
低
限
度
の
水
準
が
中
期
的
な
税
収
の
伸
び
の
足
枷

に
な
り
得
る
点
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
は
直
近
の
所
得
税
改
革

の
課
題
で
は
な
い
と
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
所
得
税

の
最
低
税
率
が
適
用
さ
れ
る
所
得
水
準
は
、
イ
ン
ド
の
場
合
一
人
当
た
り

平
均
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
三
一
五
％
に
も
達
す
る
（
二
○
○
三
年
）
の
に
対
し
、
中

国
の
そ
れ
は
一
八
四
％
、
ブ
ラ
ジ
ル
は
一
三
二
％
、
ロ
シ
ア
に
至
っ
て
は

四
％
と
、
他
の
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
と
比
べ
て
も
課
税
最
低
限
の
水
準
は
極

め
て
高
く
な
っ
て
い
る
。
歴
史
的
に
見
る
と
、
イ
ン
ド
に
お
け
る
課
税
最

低
限
の
所
得
水
準
の
一
人
当
た
り
平
均
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す
る
割
合
は
減
少
傾

向
に
あ
る
も
の
の
、
本
項
の
冒
頭
で
述
べ
た
よ
う
に
直
近
の
税
制
改
正
で

は
課
税
最
低
限
は
む
し
ろ
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
。

●
法
人
所
得
税
の
展
望

二
○
○
四
年
の
財
政
責
任
法
実
施
に
関
す
る
答
申
は
、
過
去
一
○
年
の

法
人
税
改
革
に
関
す
る
議
論
で
抽
出
さ
れ
た
主
要
な
論
点
と
し
て
、
三
点

を
示
し
て
い
る
。

①
低
い
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
利
子
を
反
映
し
た
減
価
償
却
率
の
引
き

下
げ
。

②
過
去
二
○
年
間
に
渡
る
法
人
税
率
引
き
下
げ
を
反
映
し
た
各
種
控
除

の
撤
廃
。

③
個
人
所
得
税
の
最
高
税
率
と
法
人
税
率
の
格
差
の
解
消
。

上
記
の
よ
う
な
論
点
を
踏
ま
え
て
、
レ
ポ
ー
ト
は
歳
入
増
の
効
果
を
も

た
ら
す
改
革
パ
ッ
ケ
ー
ジ
を
提
示
し
て
お
り
、
そ
の
骨
格
部
分
は
以
下
の

通
り
で
あ
る
。

盤
を
持
つ
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
の
導
入
に
よ
り
税
収
増
の
効
果
が
期
待
で
き

る
点
を
指
摘
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
小
規
模
事
業
者
や
特
定
の
地
域

へ
の
課
税
免
除
措
置
の
見
直
し
に
よ
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
○
・
二
五
％
相
当
の
年

間
税
収
増
が
見
込
ま
れ
、
サ
ー
ビ
ス
税
の
課
税
対
象
拡
大
に
よ
る
年
間
税

収
増
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
％
に
相
当
す
る
と
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
納
税
者
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
向
上
が
税
収
増
を
も
た
ら
す

点
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
イ
ン
ド
間
接
税
制
は
物
品
と
サ
ー
ビ

ス
を
明
確
に
分
け
て
取
り
扱
い
、
事
業
の
規
模
や
所
在
地
に
応
じ
た
課
税

免
除
を
認
め
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
事
情
が
納
税
者
に
と
っ
て
の
課
税
逃

れ
へ
の
誘
因
と
な
り
、
頻
発
す
る
課
税
当
局
と
の
税
務
紛
争
や
課
税
ル
ー

ル
の
複
雑
化
を
も
た
ら
し
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
包
括
的
物
品
サ
ー
ビ
ス

税
の
導
入
は
こ
の
よ
う
な
「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
要
因
」
を
大

き
く
取
り
除
く
も
の
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
。

●
個
人
所
得
税
改
革

イ
ン
ド
財
務
省
が
二
○
○
四
年
に
発
表
し
た
財
政
責
任
法
実
施
に
関
す

る
答
申
の
中
で
も
、
個
人
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
各
種
控
除
の
廃
止
、
貯

蓄
優
遇
税
制
の
合
理
化
及
び
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
の
必
要
性
が
謳
わ
れ
て

い
た
。

二
○
○
五
年
Ｉ
Ｍ
Ｆ
四
条
協
議
報
告
書
は
、
イ
ン
ド
政
府
が
二
○
○
五

／
○
六
年
度
の
予
算
に
お
い
て
、
個
人
所
得
税
の
税
率
引
き
下
げ
と
課
税

最
低
限
引
き
上
げ
と
共
に
、
貯
蓄
優
遇
税
制
の
合
理
化
に
着
手
し
た
こ
と

や
、
こ
れ
ま
で
課
税
が
免
除
さ
れ
て
い
た
小
額
預
金
口
座
か
ら
の
引
き
出

し
に
対
す
る
課
税
措
置
（
小
額
貯
蓄
口
座
へ
の
入
金
及
び
利
子
へ
の
優
遇

税
制
は
諸
外
国
で
も
広
く
見
ら
れ
る
措
置
で
あ
る
）
を
検
討
し
始
め
た
こ

と
に
一
定
の
評
価
を
与
え
て
い
る
。

Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
報
告
書
は
さ
ら
に
、
以
下
の
よ
う
な
措
置
が
実
施
さ
れ
れ
ば
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
三
分
の
二
％
か
ら
四
分
の
三
％
相
当
の
年
間
税
収
を
確
保
す
る

こ
と
が
可
能
と
し
て
、
三
点
を
掲
げ
て
い
る
。

①
慈
善
基
金
（charities

）
へ
の
課
税
強
化
。
イ
ン
ド
に
お
け
る
慈
善

基
金
は
多
く
の
収
益
目
的
事
業
を
行
っ
て
お
り
、
事
業
収
入
が
総
収
入
の



インド税制改革の課題

①
一
般
減
価
償
却
率
の
二
五
％
か
ら
一
五
％
へ
の
引
き
下
げ
。

②
主
と
し
て
輸
出
振
興
や
低
開
発
地
域
支
援
を
目
的
と
し
て
き
た
各
種

控
除
の
撤
廃
。

③
国
内
企
業
の
法
人
税
率
の
三
五
・
八
七
五
％
か
ら
三
○
％
へ
の
引
き

下
げ
。

な
お
、
二
番
目
の
各
種
控
除
の
撤
廃
に
つ
い
て
は
、
既
存
企
業
へ
の
適

用
は
継
続
し
つ
つ
新
規
企
業
へ
の
適
用
を
撤
廃
す
る
方
式

（grandfathering

）
と
、
二
年
間
の
内
に
段
階
的
に
撤
廃
す
る
方
式
の
二

つ
の
案
が
示
さ
れ
て
い
る
。

現
実
に
、
二
○
○
五
／
○
六
年
度
の
予
算
で
は
、
法
人
税
率
及
び
一
般

的
な
機
械
及
び
工
場
設
備
の
減
価
償
却
率
が
二
○
○
四
年
の
答
申
に
沿
っ

た
形
で
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
る
（
参
考
文
献
⑨
）。 

二
○
○
五
年
Ｉ
Ｍ
Ｆ
四
条
協
議
報
告
書
で
は
、
法
人
税
制
に
つ
い
て
、

「
最
近
の
税
制
改
正
の
結
果
、
多
く
の
部
分
に
つ
い
て
国
際
的
な
水
準
に

沿
っ
た
形
に
な
っ
て
い
る
」
と
好
意
的
な
評
価
を
す
る
一
方
、
法
人
税
収

の
法
人
税
率
に
対
す
る
割
合
で
あ
る
生
産
性
（productivity

）
に
つ
い
て

見
る
と
、
ロ
シ
ア
な
ど
他
の
新
興
市
場
国
と
比
べ
て
必
ず
し
も
高
く
な
い

こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

報
告
書
は
さ
ら
に
、
法
人
税
の
低
い
生
産
性
の
原
因
は
、
輸
出
振
興
や

低
開
発
地
域
や
建
設
業
な
ど
特
定
の
産
業
の
支
援
を
目
的
と
し
た
多
く
の

優
遇
措
置
に
あ
る
と
し
、
こ
の
よ
う
な
優
遇
措
置
が
も
た
ら
す
税
収
減
は

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
○
・
五
％
に
も
達
す
る
と
い
う
推
計
も
示
し
て
い
る
。

優
遇
措
置
の
撤
廃
の
方
法
に
つ
い
て
Ｉ
Ｍ
Ｆ
は
、
前
述
の
イ
ン
ド
財
務

省
の
答
申
が
示
し
た
二
つ
の
案
の
う
ち
、
段
階
的
削
減
方
式
で
は
利
益
団

体
に
よ
る
優
遇
税
制
継
続
へ
の
ロ
ビ
ー
活
動
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る
と
し

て
反
対
し
、（
必
要
が
あ
れ
ば
既
存
企
業
へ
の
適
用
継
続
を
認
め
る
こ
と

も
や
む
を
得
な
い
と
し
つ
つ
）
期
限
を
定
め
た
一
括
削
減
を
支
持
し
て
い

る
。
た
だ
し
、
二
○
○
五
／
○
六
年
度
の
予
算
で
本
来
二
○
○
五
年
に
定

め
ら
れ
て
い
た
バ
イ
オ
な
ど
特
定
産
業
に
お
け
る
研
究
開
発
費
や
、
パ
キ

ス
タ
ン
と
の
国
境
地
帯
に
あ
る
ジ
ャ
ン
ム
ー
・
カ
シ
ミ
ー
ル
州
に
お
け
る

企
業
へ
の
優
遇
税
制
の
撤
廃
期
限
が
二
○
○
七
年
へ
と
二
年
間
延
長
さ
れ

た
例
を
引
き
合
い
に
出
し
、
こ
の
問
題
の
難
し
さ
を
認
め
て
い
る
。

さ
ら
に
直
近
の
例
と
し
て
は
、
輸
出
振
興
を
目
的
と
し
て
二
○
○
五
年

六
月
に
公
布
さ
れ
た
特
別
経
済
区
域
法
（T

he Special E
conom

ic Zones 

A
ct, 2005

）
の
下
、
新
し
い
特
別
経
済
区
域
内
に
設
立
さ
れ
た
企
業
に
は

五
年
間
の
法
人
税
免
除
な
ど
の
各
種
優
遇
措
置
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
と
こ
ろ
、T

he E
con

om
ist

誌
（
二
○
○
六
年
一
○
月
一
四
日
号
）は
、

税
収
減
を
懸
念
す
る
財
務
省
及
び
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
、
海
外
直
接
投
資
及
び
イ
ン

フ
ラ
投
資
拡
大
を
重
視
す
る
商
工
省
と
の
見
解
の
相
違
を
伝
え
て
い
る
。

●
税
務
行
政
の
強
化

税
務
行
政
に
つ
い
て
は
、
い
く
つ
か
の
文
献
が
そ
の
重
要
性
を
強
調
し

て
い
る
。

ま
ず
、
イ
ン
ド
国
立
財
政
政
策
研
究
所
の
ゴ
ヴ
ィ
ン
ダ
・
ラ
オ
及
び
カ

ヴ
ィ
タ
・
ラ
オ
の
両
博
士
は
、「
イ
ン
ド
に
お
い
て
は
最
近
ま
で
税
の
改

革
の
中
心
は
『
何
を
す
べ
き
か
』
に
焦
点
が
置
か
れ
、『
ど
の
よ
う
に
な

さ
れ
る
べ
き
か
』
に
関
す
る
観
点
が
な
お
ざ
り
に
さ
れ
て
き
た
。
税
務
行

政
の
欠
陥
が
低
レ
ヴ
ェ
ル
の
納
税
者
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
高
い
徴
税
コ

ス
ト
の
主
因
で
あ
る
こ
と
は
説
明
を
要
し
な
い
」
と
イ
ン
ド
税
制
改
革
を

分
析
し
た
二
○
○
五
年
の
論
文
（
参
考
文
献
⑩
）
に
お
い
て
述
べ
て
い
る
。

ま
た
、
イ
ン
ド
州
財
政
改
革
に
関
す
る
世
界
銀
行
の
レ
ポ
ー
ト
（
二
○

○
四
年
一
一
月
）（
参
考
文
献
⑪
）
も
、「
税
務
行
政
を
改
革
す
る
こ
と
は

税
制
の
改
革
よ
り
も
重
要
で
あ
り
得
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
ま
で
注

意
が
払
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
」
点
を
指
摘
し
て
い
る
。

一
方
、
二
○
○
四
年
の
財
政
責
任
法
実
施
に
関
す
る
答
申
は
、
物
品
サ

ー
ビ
ス
税
な
ど
と
同
様
に
「
税
務
行
政
の
強
化
」
に
対
し
て
一
つ
の
項
目

を
割
い
て
お
り
、
税
務
行
政
を
重
視
す
る
理
由
を
、「
税
務
行
政
は
租
税

政
策
と
密
接
不
可
分
の
関
係
で
あ
る
。
健
全
な
租
税
政
策
も
不
十
分
な
執

行
体
制
の
下
で
は
効
果
を
発
揮
し
な
い
で
あ
ろ
う
。
逆
に
見
る
と
、
税
務

行
政
に
Ｉ
Ｔ
技
術
を
取
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
り
複
雑
な
情
報
処
理
が
可
能

に
な
る
が
、
そ
れ
は
ま
た
健
全
な
租
税
政
策
の
執
行
の
た
め
に
必
要
不
可

欠
な
要
素
な
の
で
あ
る
」
と
説
明
し
て
い
る
。
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答
申
は
強
化
を
必
要
と
す
る
税
務
行
政
の
分
野
に
つ
い
て
、
業
務
手
続

と
税
務
調
査
の
二
つ
に
分
け
て
考
察
し
て
い
る
。

ま
ず
、
業
務
手
続
に
関
す
る
主
な
課
題
と
し
て
、
第
四
項
で
触
れ
た
将

来
の
間
接
税
制
の
柱
と
し
て
の
包
括
的
な
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
導
入
へ
の
対

応
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
に
お
け
る
仕
入
税
額
控
除
や

輸
出
還
付
手
続
の
円
滑
な
執
行
に
は
、
よ
く
整
備
さ
れ
た
Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム

の
存
在
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
こ
の
問
題
は
個
人
所
得
税
に
お
け
る
源

泉
徴
収
シ
ス
テ
ム
の
執
行
に
際
す
る
課
題
と
共
通
す
る
と
こ
ろ
が
あ
る
と

し
て
い
る
（
二
○
○
四
年
の
答
申
は
、
源
泉
所
得
税
制
度
が
直
面
し
た
課

題
と
し
て
、
一
元
的
に
源
泉
徴
収
を
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム
の
不
在
に
よ
る

個
人
納
税
者
が
源
泉
所
得
税
額
控
除
を
申
告
し
て
き
た
際
の
確
認
の
困
難

性
な
ど
を
挙
げ
て
い
る
）。
従
っ
て
、
来
る
べ
き
包
括
的
な
物
品
サ
ー
ビ

ス
税
導
入
に
際
し
て
は
、
源
泉
徴
収
所
得
税
執
行
の
た
め
に
国
税
当
局
に

よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
源
泉
情
報
や
納
税
情
報
の
管
理
シ
ス
テ
ム
の
土
台
が

利
用
さ
れ
る
べ
き
こ
と
を
勧
告
し
て
い
る
。

二
番
目
の
税
務
調
査
へ
の
課
題
と
は
脱
税
へ
の
対
策
に
他
な
ら
な
い
。

答
申
は
、
正
直
な
納
税
者
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
同
時
に
、
脱
税

者
補
足
の
た
め
の
一
層
の
努
力
が
必
要
と
訴
え
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
広

範
な
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
す
る
こ
と
に
よ
り
、
税
逃
れ
行

為
の
補
足
を
支
援
す
る
Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を
提
案
し
て
い
る
。
こ
の

よ
う
な
シ
ス
テ
ム
（risk intelligence netw

ork

と
呼
ば
れ
る
）
は
、
も
ち

ろ
ん
法
人
と
個
人
の
両
者
に
対
応
し
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
整
備
の
容
易
さ
な
ど
の
理
由
か
ら
、
ま
ず
は
法
人
を
対
象
に
し

た
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
優
先
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
。

イ
ン
ド
政
府
は
上
記
の
よ
う
な
指
摘
を
受
け
た
税
務
行
政
の
強
化
を
着

実
に
進
め
て
い
る
と
み
ら
れ
、
二
○
○
五
年
Ｉ
Ｍ
Ｆ
四
条
協
議
報
告
書
は
、

Ｉ
Ｔ
技
術
の
導
入
に
よ
る
納
税
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
強
化
策
が
税
収
増

に
つ
な
が
り
つ
つ
あ
る
、
と
評
価
し
て
い
る
。

そ
の
他
の
税
務
行
政
に
関
連
す
る
最
近
の
ト
ピ
ッ
ク
と
し
て
、
二
○
○

六
年
に
お
け
る
大
規
模
納
税
者
ユ
ニ
ッ
ト
（large taxpayer unit

）
の
設

置
（
参
考
文
献
⑫
。
大
規
模
納
税
者
ユ
ニ
ッ
ト
は
大
都
市
に
順
次
置
か
れ

る
予
定
で
あ
り
、
第
一
号
は
ベ
ン
ガ
ル
ー
ル
〔
バ
ン
ガ
ロ
ー
ル
〕
に
設
立

さ
れ
た
）
や
二
○
○
五
年
末
に
お
け
る
租
税
裁
判
所
（national tax 

tribunal

）
の
設
立
（
参
考
文
献
⑬
。
租
税
裁
判
所
は
、
こ
れ
ま
で
の
高

等
法
院
〔high courts

〕
の
機
能
を
引
き
継
ぐ
も
の
で
あ
り
、
裁
判
長
に

は
元
最
高
裁
判
事
や
高
等
法
院
長
が
任
命
さ
れ
る
予
定
）、
さ
ら
に
は
税

法
典
の
分
量
に
起
因
す
る
納
税
者
の
過
大
な
負
担
に
つ
い
て
触
れ
て
お
き

た
い
。

大
規
模
法
人
に
関
す
る
業
務
を
一
手
に
引
き
受
け
る
大
規
模
納
税
者
ユ

ニ
ッ
ト
の
設
置
は
、
納
税
者
の
事
務
負
担
軽
減
と
と
も
に
税
目
横
断
的
な

税
務
調
査
を
可
能
に
す
る
こ
と
に
よ
る
納
税
者
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
向
上

の
効
果
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
租
税
裁
判
所
の
設
立
に
よ
る
税

務
争
訟
解
決
の
迅
速
化
な
ど
は
、
適
正
・
公
平
な
課
税
を
目
指
す
税
務
行

政
へ
の
信
頼
確
保
に
資
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。

最
後
に
、
こ
れ
は
税
制
と
税
務
行
政
の
双
方
に
関
連
す
る
事
項
で
あ
ろ

う
が
、
二
○
○
六
年
一
一
月
に
発
表
さ
れ
た
世
界
銀
行
と

Pricew
aterhouseC

oopers

の
共
同
レ
ポ
ー
ト
（
参
考
文
献
⑭
）
で
は
、

世
界
第
一
○
位
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
規
模
で
あ
る
イ
ン
ド
が
、
税
法
典
の
ペ
ー
ジ
数

に
お
い
て
は
九
○
○
○
ペ
ー
ジ
で
あ
り
、
第
一
位
で
あ
る
と
い
う
調
査
結

果
を
示
し
て
い
る
（
第
二
位
は
英
国
の
八
三
○
○
ペ
ー
ジ
。
日
本
は
七
二

○
○
ペ
ー
ジ
で
第
四
位
）。
共
同
レ
ポ
ー
ト
は
税
法
典
の
分
量
が
納
税
者

に
過
大
な
負
担
を
も
た
ら
し
、
税
法
の
知
識
不
足
と
い
う
形
で
の
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
水
準
の
低
下
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

●
ま
と
め

こ
れ
ま
で
の
七
つ
の
項
で
、
イ
ン
ド
政
府
が
恒
常
的
な
財
政
赤
字
を
抱

え
て
お
り
、
そ
こ
か
ら
の
脱
却
の
た
め
税
収
増
を
柱
と
し
た
財
政
再
建
を

推
進
し
て
い
る
と
い
う
全
体
的
な
方
向
性
、
及
び
間
接
税
・
所
得
税
・
法

人
税
さ
ら
に
は
税
務
行
政
の
個
別
各
分
野
に
お
け
る
改
革
の
状
況
に
つ
い

て
見
て
き
た
。
そ
こ
か
ら
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
は
、
イ
ン
ド
政
府
が
こ

こ
数
年
の
毎
年
の
税
制
改
正
で
あ
る
べ
き
税
制
の
姿
に
向
か
っ
て
精
力
的

な
改
革
を
行
っ
て
い
る
と
い
う
事
実
で
あ
り
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
加
盟
国



インド税制改革の課題

の
マ
ク
ロ
経
済
政
策
に
関
し
て
助
言
を
行
う
国
際
機
関
で
あ
る
Ｉ
Ｍ
Ｆ
も
、

（
歳
入
赤
字
か
ら
の
脱
却
の
た
め
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
遅
れ
を
指
摘
し
つ

つ
）
一
定
の
評
価
を
し
て
い
る
。

今
後
イ
ン
ド
政
府
が
抱
え
る
大
き
な
課
題
と
し
て
は
、
や
は
り
第
四
項

で
触
れ
た
包
括
的
な
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
の
導
入
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。
物
品

サ
ー
ビ
ス
税
は
最
終
的
に
は
（
税
率
は
そ
れ
ぞ
れ
の
レ
ヴ
ェ
ル
で
設
定
さ

れ
る
一
方
で
）
中
央
政
府
と
州
政
府
と
で
共
通
の
課
税
ベ
ー
ス
を
持
つ
形

を
指
向
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
中
央
政
府
と
州
政
府
と
の
密
接

な
協
力
が
不
可
欠
で
あ
ろ
う
し
、
第
七
項
で
述
べ
た
よ
う
に
、
包
括
的
物

品
サ
ー
ビ
ス
税
導
入
の
前
提
と
し
て
、
税
務
行
政
の
Ｉ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
ス
ト

ラ
ク
チ
ャ
ー
の
整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
る
た
め
、
物
品
サ
ー
ビ
ス
税
の
導

入
は
租
税
政
策
と
税
務
行
政
の
両
面
か
ら
取
り
組
ま
れ
る
べ
き
課
題
で
あ

る
と
言
え
る
。

本
稿
の
冒
頭
に
述
べ
た
よ
う
な
高
い
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
や
イ
ン
ド
企
業
の

好
調
な
業
績
（
例
え
ば
、
イ
ン
ド
の
有
力
企
業
二
二
社
の
二
○
○
六
年
九

月
中
間
決
算
で
は
売
上
高
・
純
利
益
共
に
前
年
同
期
比
で
三
割
以
上
伸
び

て
い
る
と
い
う
。
参
考
文
献
⑮
）
な
ど
、
マ
ク
ロ
経
済
や
ビ
ジ
ネ
ス
の
面

で
イ
ン
ド
の
ニ
ュ
ー
ス
に
日
常
的
に
触
れ
る
機
会
が
多
く
な
っ
て
き
て
い

る
。
他
方
で
、
財
政
構
造
改
革
に
尽
力
す
る
イ
ン
ド
政
府
の
今
後
の
動
向

に
も
同
時
に
注
意
を
払
っ
て
ゆ
く
べ
き
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
イ
ン
ド
に
お
け
る
税
制
改
革
の
動
向
は
、
イ
ン
ド
に
関
心
の
あ

る
者
に
と
ど
ま
ら
ず
、
他
の
新
興
市
場
国
や
発
展
途
上
国
に
お
け
る
税
財

政
改
革
の
あ
り
方
に
と
っ
て
一
つ
の
モ
デ
ル
を
提
供
す
る
も
の
で
も
あ
る
。

第
七
項
で
触
れ
た
イ
ン
ド
国
立
財
政
政
策
研
究
所
の
ゴ
ヴ
ィ
ン
ダ
・
ラ
オ

及
び
カ
ヴ
ィ
タ
・
ラ
オ
の
両
博
士
の
論
文
に
お
い
て
は
、「
イ
ン
ド
の
税

制
改
革
の
経
験
は
、
国
家
の
広
大
さ
、
改
革
の
歩
み
の
ユ
ニ
ー
ク
さ
、
あ

る
い
は
中
央
と
地
方
の
関
係
か
ら
生
じ
る
改
革
実
施
の
困
難
さ
な
ど
の
諸

要
素
に
よ
り
、
他
の
国
に
と
っ
て
も
参
考
に
な
る
事
例
と
な
る
で
あ
ろ

う
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

（ 

あ
ら
き　

さ
と
る
／
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
租
税
政
策
セ
ン
タ
ー
職
員
）
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